
コロナ感染による水際措置が緩和されて以降、多くの外国人観光客が日本を訪れており、海
外には日本の魅力を知る新たな顧客層が生まれています。こうした中、海外への販路開拓を検
討されている企業も多いのではないでしょうか。本説明会では、高度外国人材を採用されてい
る企業から、高度外国人材の魅力と経営戦略や海外展開戦略への好影響についてご講演いただ
くとともに、支援機関から、海外展開支援制度についてご紹介いただきます。また、事前に
知っておくべき知的財産保護についても解説します。何から始めて良いか分からない方から既
に海外展開に取り組まれている方まで、どなたでもご参加ください！

海外展開支援施策説明会

＆個別相談会 in別府

〜インバウンドが戻った今だからこそ海外

へ販路拡大してみませんか〜

■開会 14：00
＜企業による事例発表＞14:05〜14:25
「高度外国人材の魅力と自社の海外展開について」
株式会社ワンチャー 代表取締役 岡垣 太造 氏

＜支援機関による施策紹介＞14:25~16:05
・九州経済産業局
・独立行政法人中小企業基盤整備機構九州本部
・独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）
福岡貿易情報センター
・株式会社日本貿易保険（NEXI）大阪支店
・独立行政法人国際協力機構九州センター
（JICA九州）
・独立行政法人工業所有権情報・研修館
（INPIT）
■閉会 16:15

〈個別相談会〉16:20〜17:20
対面のみ。事前申込制。

参加費
無料

プログラム

2024年2月7日（水）

〈説明会〉14:00 - 16:15
〈相談会〉16:20 - 17:20

開催日

時 間

ハイブリッド開催
対面：アライアンス

タワーZ 7階 大会議室
（大分県別府市田の湯町3番7号）

オンライン：Cisco Webex

場 所

海外展開に関心のある企業、
行政機関、金融機関 等

対 象

主 催 九州経済産業局、九州経済国際
化推進機構、一般社団法人九州
経済連合会、九州知的財産活用
推進協議会

対面25名 （先着順）
オンライン80名（先着順）

定 員



NEXIは、政府100％出資の特殊会社です。日本の企業が行う海外取引（輸出・投資・融資）の輸出不能や代金回収不能を
カバーする貿易保険の引き受けにより、中堅・中小企業を始めとする日本企業の海外展開を支援しています。輸出取引に
貿易保険を利用することにより、相手国の不可抗力的な事態発生や、取引先（バイヤー）の倒産、不払いなど、輸出者の
責によるものではない事態の発生により企業が被る損失をカバーすることができます。ぜひご活用ください。

九州経済産業局国際部国際課（担当：中島・時松）
TEL：092-482-5423｜Mail：bzl-kyukokusai●meti.go.jp
※メールの際には、●を@に変更してください。

お問合せ先

お申込み先

登壇企業・支援機関の御紹介

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）福岡貿易情報センター

独立行政法人中小企業基盤整備機構九州本部

独立行政法人国際協力機構九州センター（JICA九州）

独立行政法人工業所有権情報・研修館（INPIT）

株式会社日本貿易保険（NEXI）大阪支店

九州経済産業局

下記URL又はQRコードからアクセスし、申込フォームに必要事項を御入力の上、
令和6年1月26日（金）までにお申込みください。個別相談会に参加希望の方も
ご登録をお願いします。
https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/energy-kankyo/oitabeppu

株式会社ワンチャー 代表取締役 岡垣 太造 氏

中小機構では、海外展開を目指す中小企業の皆様を対象に、初期の計画段階から進出後のフォローアップまで、幅広いメ
ニューをご用意しています。今回は、来年度に活用いただける海外展開に関するメニューをご紹介します。ぜひご活用くだ
さい。

ジェトロは、貿易・投資促進と開発途上国研究を通じ、日本の経済・社会の更なる発展に貢献することを目指す支援機関で
す。70カ所を超える海外事務所および約50の国内拠点を設置しており、官民にまたがる広いネットワークを通じた商談会
などの機会やセミナーによる情報の提供、経験豊かな専門家による個別企業への海外展開支援を行っています。各地のジェ
トロ事務所をぜひご利用ください。

INPITでは、中小企業等の皆さまに対し、知財に関する様々な支援サービスを提供しております。その一環として、海外展
開における不安要因の解決を手助けするため、企業での豊富な知財経験と海外駐在経験を有する知的財産のスペシャリスト
を派遣して支援いたします。支援は出張旅費含め全て無料、回数制限なしでご利用いただけます。ぜひご活用ください。

JICAは世界96カ所、国内15カ所に拠点を持ち、開発途上国政府と築いてきたネットワークや信頼関係、ノウハウ等を活用
し、日本の民間企業等のビジネスづくりを支援しています。これまで延べ1300社以上の企業が、JICAの支援メニューを活
用して、ビジネスを通じた新興国・開発途上国の課題解決に挑戦されています。途上国でのビジネスにご関心がありました
ら、是非JICA九州へご連絡ください。

〈個人情報の取り扱いについて〉
御提供いただいた個人情報は、事務局（九州経済産業局、九州経済国際化推進機構、一般社団法人九州経済連合会、九州知的財産活用推進協議
会及び一般社団法人発明推進協会（本事業に係る請負事業者））、及び講師が、本事業（海外展開支援施策説明会＆個別相談会 in別府）の運営
及び事後アンケートの実施、並びに今後の本事業関連施策の御案内において必要な範囲内でのみ使用し、事務局においてその保護について万全
を期すとともに、御本人の同意なしに事務局及び講師以外の第三者に開示、提供することはございません。
〈ウェビナーの実施について〉
オンライン形式（Cisco Webex）では、入室時に設定した登録名が画面に表示されます。「海外展開支援施策説明会＆個別相談会 in別府」開催
当日は、個人情報保護の観点から公表可能な名称を設定してください。本説明会の録画録音、第三者への提供は固く禁じます。（ご参加いただ
くための入室用URLをお知らせする際にも、改めてご案内いたします。）

※本説明会は「令和５年度中小企業等の海外展開における知財戦略策定支援事業」により実施します。

個別相談会の対応者、時間等は事務局から確認後、決定させていただきます。なお、相談内容は主催機関及び事務局の関係者間で適切に管理し、本説明会に
関する業務にのみ使用します。

九州経済産業局では、海外展開・インバウンド対応等で高度外国人材を求める九州企業の皆様を対象に、採用・定着の支援
を行っています。また、活用事例等の情報も発信していますので、ぜひご活用ください。

鳥取大学大学院で乾燥地の農業研究に従事。遠隔農業向けの画像電送システム開発や農場
経営を経て2000年にTHT（現・ワンチャー）を設立。万年筆の輸入販売や国産メーカー製
万年筆の海外販売をオンラインで手がける。2011年に自社製品ブランドとして「ワン
チャー」を立ち上げ、社名もワンチャーに変更。海外売上比率は約85％。従業員数は26人。
社員の内、約80％が外国人社員。

「高度外国人材の魅力と自社の海外展開について」

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/energy-kankyo/oitabeppu

